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1.事業所名及び代表者
荒木建設株式会社　　　　　　　代表取締役　　荒木　範光

2.所在地　
本社　〒849-1203　佐賀県杵島郡白石町戸ヶ里1754-1
鹿島営業所　〒849-1304　佐賀県鹿島市中村1647-2
竜王土場　　佐賀県杵島郡白石町深浦

3.環境管理責任者
専務取締役　荒木　貴史

4.担当者及び連絡先

荒木　貴史
TEL　　0954-65-2126（本社）
TEL　　0954-63-1445（鹿島営業所）　　
FAX　　0954-63-1814
E-ｍail　　araki1445@honey.ocn.ne.jp

5.業務内容
総合建設業（土木工事業、建築工事業、ほ装工事業、とび・土工工事業
しゅんせつ工事業、管工事業、水道施設工事業、解体工事業） ※対象工事
　佐賀県知事許可（特ー20）6146号
産業廃棄物収集運搬許可（業務は実施なし）
　佐賀県知事許可04107156278 ※認証範囲外

6.認証登録対象組織
本社

EA21委員会 鹿島営業所

6.事業年度
1月～12月

7.事業規模

単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度

売上高 百万円 510
従業員数 人 19
床面積 ㎡ 246

1.組織概要

480 460

代表取締役

環境管理責任者

EA21事務局

竜王土場

19 19
246 246

管理部 工務部
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荒木建設株式会社は、建設工事の施工・管理事業を行う中で

今、全人類が直面している環境危機を最重要課題の一つと理解し、

環境負荷削減に全社員で取り組み、地球環境に配慮した活動を行

うことにより循環型社会の構築に貢献します。

1.　環境関連法規制とその他要求事項の遵守

2.　次の事項を環境経営の継続的改善に取り組む

① 使用エネルギーの低減による二酸化炭素排出量の削減
② 廃棄物発生の軽減及び分別による再利用の徹底
③ 建設現場での環境に配慮した機械・車両の使用
④ 節水
⑤ グリーン商品購入推進

3.　環境地域貢献への積極的な取り組み

4.　全従業員への教育を周知徹底し、環境保全に対する認識を高

　　めることによる社内の意識高揚

令和3年　6月　1日

荒木建設株式会社

　代表取締役　荒木　範光

2.環境方針

環境方針

基本理念
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（１）目標の達成状況

　 当社は、エコアクション21に基づく環境経営システムを構築し、環境

活動に取り組んできました。

過去の環境負荷実績及び、令和4年1月～令和4年12月の目標と実績は下記の通りです。

（事業所）

目標
実績

7，112以下 7，035以下
（△8％） （△9％）

0.333以下 0.33以下
（△8％） （△9％）

187以下 185以下
(△8%） (△9%）

目標 12 12
実績 12 12
目標 10 10
実績 10 10

二酸化炭素排出量、廃棄物排出量、総排水量　目標達成。

（　）内数値は平成26年度ベースの削減率です。

（建設現場）

目標
実績

31，602以下 31，259以下
（△8％） （△9％）

460以下 455以下
（△8％） （△9％）

目標 6 6
実績 6 6
目標 12 12
実績 12 12
目標 10 10
実績 10 10

二酸化炭素排出量、廃棄物排出量、共に目標達成。

また、現場での水使用はR4年度はありませんでした。

（　)内数値は平成26年度ベースの削減率です。
※電力の二酸化炭素排出係数は、0.612ｋｇ－CO2/kWhを使用した。

廃棄物排出量の削減

総排水量の削減

環境目標

（ｋｇ-CO2）

グリーン商品購入推進

清掃活動 （回）

目標

0.33

3. 環境目標とその実績

単位 H.26年度 R.3年度環境目標 R.4年度

―（ｋｇ-CO2）

廃棄物排出量の削減

二酸化炭素排出量の削減

目標

―

（ｋｇ-CO2） 7,730

単位

二酸化炭素排出量削減
実績 6,470

目標

（ton) 0.3180.362

（ｔon）

6,470

実績

175実績

―

34,350 23,300

目標 （ｋｇ-CO2）

175

―

（㎥） 203

環境配慮型建設機械使用

―

実績 （ton) 500

環境意識高揚

448

R.4年度

23,300

450

（㎥）

目標 （ｔon）

実績

H.26年度

―

グリーン商品購入推進 （品目数） ―

（品目数）

（台）

R.3年度

―

―

（回） 6
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(2)今年度以降の目標

（事業所）

環境目標 単位 R.5年度 R.6年度 R.7年度

6，957以下 6，880以下 6，803以下

（△10%） （△11%） （△12%）

0.326以下 0.322以下 0.319以下

（△10%） （△11%） （△12%）

183以下 181以下 179以下

（△10%） （△11%） （△12%）

清掃活動 回 12 12 12

グリーン商品購入推進 品目数 10 10 10

備考：（　）内%は、H26年1月から12月までをベースとして削減率を示す。

（建設現場）

環境目標 単位 R.5年度 R.6年度 R.7年度

30，915以下 30，572以下 30，228以下

（△10%） （△11%） （△12%）

450以下 445以下 440以下

（△10%） （△11%） （△12%）

環境意識高揚 回 6 6 6

環境配慮型建設機械使用 台数 12 12 12

グリーン商品購入推進 品目数 10 10 10

備考：（　）内%は、H26年1月から12月までをベースとして削減率を示す。

　　　　現場での水使用はありません

※電力の二酸化炭素排出係数は、0.612ｋｇ－CO2/kWhを使用した。

廃棄物排出量の削減 ｔon

総排水量の削減 ㎥

二酸化炭素排出量の削減 ｋｇ-CO2

廃棄物排出量の削減 ｔon

二酸化炭素排出量の削減 ｋｇ-CO2
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（事業所）

１．二酸化炭素排出量の削減（責任者　荒木貴史）

取組目標 活動内容 担当

･エアコンの設定温度を決め、実行する　 大串

･不要電力使用抑制 荒木貴

・新エネルギーの導入 荒木貴

･高効率蛍光灯、インバーター照明機器の導入 荒木貴

･照明の適正化、昼光の利用 松尾

･車両のカラふかし、急発進、急加速をしない 松本

・アイドリングストップ手順を決め、実行 松本

２．廃棄物排出量の削減（責任者　松尾）

･ゴミの分別廃棄の徹底 大串

･コピー用紙の裏紙使用 大串

･備品修理による機械・器具の長期使用 竹内

（２）省資・グリーン購入 ･エコマーク商品を優先的購入 中野

３．総排水量の削減（責任者　手塚）

（１）節水活動 ･節水活動の推進 荒木貴

４. 環境意識高揚
美化活動 ・毎月の事業所近隣清掃活動及び環境教育 荒木貴
（建設現場）

１．二酸化炭素排出量の削減（責任者　荒木貴史）

取組目標 活動内容 担当

･エアコンの設定温度を決め、実行する　 現場責任者

･不要電力使用抑制 現場責任者

･高効率蛍光灯、インバーター照明機器の導入 現場責任者

･車両のカラふかし、急発進、急加速をしない 現場責任者

･アイドリングストップ手順を決め、実行 現場責任者

・排出ガス対策重機使用の徹底 現場責任者

・現場車の相乗りによる台数抑制 現場責任者

２．廃棄物排出量の削減（責任者　松尾）

･ゴミの分別廃棄の徹底 現場責任者

･コピー用紙の裏紙使用 現場責任者

･備品修理による機械・器具の長期使用 現場責任者

･資材搬入口での粉塵対策(土砂等粉塵廃棄物発生防止） 現場責任者

（２）省資・グリーン購入 ･エコマーク商品を優先的購入 現場責任者

３．総排水量の削減 現場での水使用はありません。今後も使用なし。
４．環境型建設機械使用
環境型建設機械使用 ・超低騒音機械の使用 現場責任者
５．環境意識高揚
社員教育の実施 ・二か月に一回各現場にて教育の実施 現場責任者

４. 主要な環境活動計画の内容

（１）電気使用量の削減

（１）廃棄物排出量削減

（２）重油、軽油及びガソリン使用
料の削減

（１）一般廃棄物排出量削減

（１）電気使用量の削減

（２）ガソリン使用料の削減
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エコアクション21を運用した令和4年1月～令和4年12月における目標に対する

実績は下記の通りです。

※目標達成率は【（目標値‐実績値）/目標値+１】100で算出した。

（事業所）

単位 目標 実績 判定 達成率

kg-CO2 7,035 6,470 ○ 109

kw 8,029 7,665 ○ 114

ℓ 813 758 ○ 101

ton 0.33 0.33 〇 100

ton 0.33 0.33 〇 100

㎥ 185 175 〇 103

回 12 12 ○ 100

品目数 10 10 ○ 100

5.1 二酸化炭素排出量の削減

二酸化炭素排出量の削減は目標を達成することができた。

5.2 廃棄物排出量の削減

廃棄物排出量の削減は目標を達成することができた

5.3 総排水量の削減

総排水量の削減は目標を達成することができた。

5.4 清掃活動（事業所）

年間通じて実施することができた。

5.5 グリーン商品購入推進

購入品目　封筒　ラベル　ファイル　コピー用紙　事務用品　名刺　トイレ用品　文具　プリンター　チョーク

5.6 次年度の取組み内容（事業所）

＊ガソリン使用量が例年に比べ多くなっている。環境活動で重視して下さい。

5.グリーン商品購入推進

5.環境活動の取組結果の評価と次年度取組内容

3.総排水量の削減

　（1）一般廃棄物排出量削減

2.廃棄物排出量の削減

　(2)ガソリン使用量の削減

目標

1..二酸化炭素排出量削減

　(1)電気使用量の削減

4.清掃活動
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（建設現場）

単位 目標 実績 判定 達成率

kg-CO2 31,259 23,300 ○ 134

kw 2,635 2,300 ○ 115

ℓ 1,411 1,240 〇 114

ℓ 2,393 2,180 ○ 110

ℓ 4,028 4,310 × 93

ton 455 448 ○ 102

回 6 6 ○ 100

台 12 12 〇 100

品目数 10 10 ○ 100

5.7 二酸化炭素排出量の削減

軽油使用量が目標未達成

＊現場で日々使用するダンプなどは極力現場に置いてくる。相乗りでの現場通勤を

お願いします。

5.8 廃棄物排出量の削減

廃棄物排出量の削減は目標を達成できた。

5.9 環境意識高揚（現場）

年間通じて実施することができた。

5,10 環境配慮型重機使用・グリーン商品購入推進

今年度購入品目　蛍光灯　コピー用紙　電池　収納用品　事務用品　トイレ用品　文具　包装紙　チョーク　ゴミ箱

5.11 次年度の取組み内容（建設現場）

＊発注者などにも環境に配慮した工法等を提案できるようになること

4.環境配慮型重機使用

5.グリーン商品購入推進

3.環境意識高揚

目標

1..二酸化炭素排出量削減

　(1)電気使用量の削減

　（4）軽油使用量の削減

　(2)ガソリン使用量の削減

2.廃棄物排出量削減

　（3）重油使用量の削減
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廃棄物処理法（一般廃棄物の処理）
廃棄物処理法（産業廃棄物の処理）
廃棄物処理法(雑則）
建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律
ラージリサイクル法
騒音規制法
振動規制法
オフロード法
自動車リサイクル法
家電リサイクル法
浄化槽法
フロン排出抑制法

当事業所及び、建設現場に適用される環境関連法規の遵守状況を確認した結果、違反は
ありませんでした。また、関係機関等からの指摘、利害関係者からの訴訟もありませんでした。

管理部 該当なし
管理部 ○

工務部 〇一部該当なし
工務部 ○

該当なし工務部

管理部・工務部 ○

6.環境関連法規への違反、訴訟等の有無

判定法律 担当部門
○

〇一部該当なし

管理部 〇

管理部

工務部 ○
工務部 該当なし
工務部

管理部・工務部 ○
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環境地域貢献（年間12回）

本社・鹿島営業所・各現場で月一回の地元清掃を行いました。

環境管理責任者を中心に全体では週一回の朝礼時と各現場では二ケ月に一回、
現場の環境状況確認ミーティグを行いました。

7.その他

従業員教育（年間6回）
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昨年はマニュフェスト管理について指摘があったので
マニフェストは事務所に必ず提出すること。
現場は特に環境で社会貢献ができるような取り組みを

・環境方針で誓約したことが実行考えて下さい。
　されているか

環境経営システムが有効に機 外注比率が高い。特に建築現場では下請業者にも
能しているか 環境システムの徹底をすること。

・その場の取組ではなく、決められた 発注者などに環境への提案を会議などで協議して
ルールに基づいて行動しているか ください。
・目標を明確にし、取組の結果を

評価しているか

・役割、責任等を定め、全員で取組

んでいるか

（変更の必要性がある場合の指示事項）

環境方針
変更の必要性（○有　●無）

（変更の必要性がある場合の指示事項）

変更の 環境目標・環境活動計画
必要性 変更の必要性（○有　●無）
と指示

（変更の必要性がある場合の指示事項）
その他の環境経営システムの
要素
変更の必要性（○有　●無）

○環境負荷、取組の自己チェック
○環境関連法規等の取りまとめ
○実施体制
○教育訓練
○環境コミュニケーション
○実施及び運用
○緊急事態への準備と訓練
○取組状況の確認と評価
○問題点の是正処置
○文書及び記録の作成整理

8.代表者による評価見直し
評価及び見直し年月日 令和5年2月1日

評価

環境への取組は適切に実施さ
れているか
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